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付 議 事 件
第 1 回定例会

番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

1 さくら市犯罪被害者等支援条例の制定について 市 長
No.1

P 5

2 さくら市個人情報保護条例の一部改正について 〃 P 10

3

さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例及びさくら市職員の育児休業等に関する条例

の一部改正について

〃 P 11

4 さくら市国民健康保険税条例の一部改正について 〃 P 13

5
さくら市重度心身障害者医療費助成に関する条例

の一部改正について
〃 P 16

6 さくら市営住宅管理条例の一部改正について 〃 P 17

7 さくら市老人福祉センター条例の廃止について 〃 P 18

8 令和 3 年度さくら市一般会計補正予算(第 11 号) 〃 P 19

9
令和 3 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区

画整理事業特別会計補正予算（第 2 号）
〃 P 53

10
令和 3 年度さくら市国民健康保険特別会計補正予

算（第 1 号）
〃 P 71

11
令和 3 年度さくら市下水道事業会計補正予算（第 2

号）
〃 P 87

12 令和 4 年度さくら市一般会計予算 〃
No.2

P 5

13
令和 4 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区

画整理事業特別会計予算
〃

No.3

P 5

14 令和 4 年度さくら市国民健康保険特別会計予算 〃 P 27

15 令和 4 年度さくら市後期高齢者医療特別会計予算 〃 P 53

16 令和 4 年度さくら市介護保険特別会計予算 〃 P 71
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番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

17 令和 4 年度さくら市水道事業会計予算 市 長 P109

18 令和 4 年度さくら市下水道事業会計予算 〃 P133

19 塩谷広域行政組合規約の変更について 〃 P159

20 さくら市教育委員会委員の任命同意について 〃 P160

21 鍛冶ヶ澤辺地に係る総合整備計画の策定について 〃 P161

22
鷲宿辺地、下河戸南辺地及び上河戸辺地に係る総

合整備計画の変更について
〃 P163

諮問

1
人権擁護委員候補者の推薦について 〃 P169

諮問

2
人権擁護委員候補者の推薦について 〃 P170
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議案第1号

さくら市犯罪被害者等支援条例の制定について

さくら市犯罪被害者等支援条例を次のように定める。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市犯罪被害者等支援条例

（目的）

第1条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号。以下

「法」という。）に基づき、本市における犯罪被害者等の支援に関

し、基本理念を定め、市、市民等及び事業者の責務を明らかにすると

ともに、犯罪被害者等の支援について基本となる事項を定め、当該支

援に必要な施策を総合的に推進することにより、犯罪被害者等が受け

た被害の軽減及び回復を図り、もって安全で安心して暮らすことがで

きる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

（定義）

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。

(1) 犯罪等 法第2条第1項に規定する犯罪等をいう。

(2) 犯罪被害者等 法第2条第2項に規定する犯罪被害者等をいう。

(3) 市民等 次のいずれかに該当する者をいう。

ア 市内に住所を有する者
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イ 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者

ウ 市内に存する学校に在学する者

エ 旅行その他の事由により市内に滞在している者

オ 市内において非営利活動等を行う者

(4) 事業者 市内において法人その他の団体（国及び地方公共団体

を除く。）及び事業を営む個人をいう。

(5) 再被害 犯罪被害者等が当該犯罪等の加害者等から再び受ける

生命、身体、財産等の被害をいう。

(6) 二次的被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の

者の理解又は配慮に欠ける言動、風評、誹謗中傷、インターネット

での拡散、報道機関による過剰な取材等により、犯罪被害者等が正

当な理由なく受ける精神的な苦痛、身体の不調、名誉の毀損、私生

活の平穏の侵害、経済的な損失その他の被害をいう。

(7) 犯罪行為 日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日本

航空機内において行われた人の生命又は身体を害する罪に当たる行

為（刑法（明治40年法律第45号）第37条第1項本文、第39条第1項又

は第41条の規定により罰せられない行為を含むものとし、同法第35

条又は第36条第1項の規定により罰せられない行為及び過失による

行為を除く。）をいう。

(8) 重傷病 負傷若しくは疾病が治り、又はその症状が固定する前

における当該負傷又は疾病に係る身体の被害であって、次のいずれ

にも該当するものをいう。

ア 当該負傷又は疾病の療養の期間が1月以上であること（精神疾

患を含む。）。

イ 当該被害に係る被害届が警察に受理されていること又は当該被

害届を警察に提出することが困難であると市長が認めたこと。

(9) 傷病 負傷若しくは疾病が治り、又はその症状が固定する前に

おける当該負傷又は疾病に係る身体の被害であって、次のいずれ

にも該当するものをいう。

ア 当該負傷又は疾病の療養の期間が2週間以上1月未満であること

（精神疾患を含む。）。

イ 当該被害に係る被害届が警察に受理されていること又は当該被

害届を警察に提出することが困難であると市長が認めたこと。

（基本理念）
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第3条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重

んぜられるよう、十分に配慮して行われなければならない。

2 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が犯罪等による被害を受けた

時から再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、被害

の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況等に応じて、適切

に途切れることなく行われなければならない。

3 犯罪被害者等の支援は、再被害及び二次的被害を生じさせることの

ないよう、犯罪被害者等に関する個人情報の取扱いについて十分に配

慮して行われなければならない。

（市の責務）

第4条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、国、他の地方公共団体、警察その他の関係機関及び犯罪被害者等

の支援に関する活動を行う民間の団体（以下「関係機関等」という。）

との適切な役割分担を踏まえて、犯罪被害者等の支援に関する施策を

策定し、及び実施する責務を有する。

2 市は、前項の施策が円滑に実施されるよう、関係機関等との連携及

び協力を図るものとする。

（市民等の責務）

第5条 市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている

状況並びに犯罪被害者等の支援の重要性及び必要性についての理解を

深め、再被害及び二次的被害を生じさせることのないよう十分に配慮

するとともに、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援に関

する施策に協力するよう努めるものとする。

（事業者の責務）

第6条 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている

状況並びに犯罪被害者等の支援の重要性及び必要性についての理解を

深め、その事業活動を行うに当たっては、再被害及び二次的被害を生

じさせることのないよう十分に配慮するとともに、市及び関係機関等

が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。

2 事業者は、犯罪被害者等がその被害に係る刑事に関する手続等に適

切に関与することができるよう、犯罪被害者等の就労及び勤務につい

て、十分に配慮するよう努めるものとする。

（相談及び情報の提供等）
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第7条 市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むこと

ができるよう、犯罪被害者等が直面している問題について相談に応

じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡

及び調整を行うものとする。

2 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談、情報の提供等を総合的に

行うための窓口を設置するものとする。

（見舞金の支給）

第8条 市は、犯罪被害者等が一日も早く平穏な暮らしを取り戻すこと

ができるよう、遺族見舞金、重傷病見舞金及び傷病見舞金（以下「見

舞金」という。）を支給するものとする。

2 見舞金の支給を受けることができる者は、次の各号に掲げる見舞金

の区分に応じ、当該各号に定める者とする。

(1) 遺族見舞金 犯罪行為により死亡した者（当該犯罪行為が行わ

れたときにおいて、市民（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

第5条に規定する本市の住民基本台帳に記録されていた者をいう。

次号及び第3号において同じ。）であった者に限る。）の遺族とし

て規則で定める者

(2) 重傷病見舞金 犯罪行為により重傷病を負った者（当該犯罪行

為が行われた時において、市民であった者に限る。）

(3) 傷病見舞金 犯罪行為により傷病を負った者（当該犯罪行為が

行われた時において、市民であった者に限る。）

3 見舞金の額は、次の各号に掲げる見舞金の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。

(1) 遺族見舞金 30万円

(2) 重傷病見舞金 10万円

(3) 傷病見舞金 5万円

4 前3項に定めるもののほか、見舞金の支給に関し必要な事項は、規則

で定める。

（安全の確保）

第9条 市は、関係機関等と連携して、犯罪被害者等が再被害及び二次

的被害を受けることを防止し、その安全を確保するため、防犯に係る

指導、犯罪被害者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保その他の必

要な施策を講ずるものとする。

（居住の安定）
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第10条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった

犯罪被害者等の居住の安定を図るため、必要な施策を講ずるものとす

る。

（人材の育成等）

第11条 市は、犯罪被害者等の支援を適切に行うため、相談、情報の提

供等の犯罪被害者等の支援を担う人材の育成及び資質の向上のために

必要な施策を講ずるものとする。

（市民等及び事業者の理解の増進）

第12条 市は、犯罪被害者等が置かれている状況並びに犯罪被害者等の

支援の重要性及び必要性について市民等及び事業者の理解を深めるた

め、情報の提供、啓発活動その他の必要な施策を講ずるものとする。

（教育活動の推進）

第13条 市は、学校、家庭及び地域社会と連携し、自他の生命を尊重す

るための教育活動を推進するものとする。

（民間支援団体への支援）

第14条 市は、犯罪被害者等の支援に関する活動を行う民間の団体に対

し、その活動の促進を図るため、情報の提供その他の必要な支援を行

うものとする。

（意見等の反映）

第15条 市は、犯罪被害者等の支援を適切に行うため、犯罪被害者等か

らの意見及び要望を把握し、市が実施する犯罪被害者等の支援に関す

る施策に反映させるよう努めるものとする。

（支援の制限）

第16条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合その他の犯罪被害

者等の支援を行うことが社会通念上適切でないと認められる場合は、

この条例に定める犯罪被害者等の支援を行わないことができる。

（委任）

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和4年4月1日から施行する。

（経過措置）

2 第8条の規定は、この条例の施行の日以後に発生した犯罪行為につい

て適用する。
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議案第 2 号

さくら市個人情報保護条例の一部改正について

さくら市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市個人情報保護条例の一部を改正する条例

さくら市個人情報保護条例（平成 17 年さくら市条例第 10 号）の一部

を次のように改正する。

第 2 条第 4 号中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成 15 年法律第 58 号）第 2 条第 3 項」を「個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）第 2 条第

2 項」に改める。

第 15 条第 3 号ウ中「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律（平成 13 年法律第 140 号）第 2 条第 1 項」を「個人情報保護法第 2

条第 9 項」に改める。

附 則

この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。
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議案第3号

さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例及び

さくら市職員の育児休業等に関する条例の一部改正につい

て

さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例及びさくら市職

員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例及び

さくら市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する

条例

（さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）

第1条 さくら市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成17

年さくら市条例第38号）の一部を次のように改正する。

第12条第3項中「すべて」を「全て」に改める。

別表第1の6の項の次に次のように加える。

別表第1の8の項から22の項までを1項ずつ繰り下げ、同表7の項の次に

6 の 2 職員が不妊治療に係る通

院等のため勤務しないことが相

当であると認められる場合

一の年度において 5 日（当該通

院等が体外受精及び顕微授精に

係るものである場合にあっては、

10 日）の範囲内の期間
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次のように加える。

（さくら市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第2条 さくら市職員の育児休業等に関する条例（平成17年さくら市条例

第39号）の一部を次のように改正する。

第2条第4号ア(ア)を削り、同号ア(イ)中「特定職に引き続き」を「引

き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）」に改め、

同号ア(イ)を(ア)とし、(ウ)を(イ)とする。

第18条の表第9条第2項の項を削る。

第21条第2号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務

日ごとの勤務時間を考慮して人事委員会規則で定める」に改め、同号ア

及びイを削る。

第25条を第27条とし、第24条の次に次の2条を加える。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第25条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配

偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出た

ときは、当該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知

らせるとともに、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認

するための面談その他の措置を講じなければならない。

2 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、

当該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければなら

ない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第26条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにす

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施

(2) 育児休業に関する相談体制の整備

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

この条例は、令和4年4月1日から施行する。

8 女性職員が母子保健法の規定

による保健指導又は健康診査

に基づく指導事項を守るため勤

務しないことがやむを得ないと

認められる場合

必要と認められる期間
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議案第4号

さくら市国民健康保険税条例の一部改正について

さくら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

さくら市国民健康保険税条例（平成17年さくら市条例第65号）の一部

を次のように改正する。

本則中「国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額」を「国民

健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額」に、「国民

健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額」を「国民健康保険の被保険

者に係る基礎課税額の世帯別平等割額」に改める。

第3条及び第4条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加える。

第5条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第1号

中「第21条」を「第21条第1項」に改める。

第6条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削る。

第13条第1項中「同条」を「その減額後」に改める。

第21条各号中「第703条の5」を「第703条の5第1項」に改め、同条に次

の1項を加える。

2 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に6歳に達する日以後の
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最初の3月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）があ

る場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当

該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割

額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額か

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児1人について次に定

める額

ア 前項第1号アに規定する金額を減額した世帯 3,750円

イ 前項第2号アに規定する金額を減額した世帯 6,250円

ウ 前項第3号アに規定する金額を減額した世帯 10,000円

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 12,500円

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児1

人について次に定める額

ア 前項第1号ウに規定する金額を減額した世帯 1,260円

イ 前項第2号ウに規定する金額を減額した世帯 2,100円

ウ 前項第3号ウに規定する金額を減額した世帯 3,360円

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 4,200円

第21条の2中「前条の」を「前条第1項の」に、「前条第1号」を「前条

第1項第1号」に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に改め

る。

附則第4項、第5項及び第6項の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」

を加える。

附則第11項中「第21条」を「第21条第1項」に、「第703条の5」を「第

703条の5第1項」に改める。

附則第12項、第13項及び第15項から第20項までの規定中「第21条」を

「第21条第1項」に改める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和4年4月1日から施行する。

（適用区分）
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2 この条例による改正後のさくら市国民健康保険税条例の規定は、令和

4年度分以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和3年度分

までの国民健康保険税については、なお従前の例による。
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議案第 5 号

さくら市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部改

正について

さくら市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部を

改正する条例

さくら市重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成 17 年さくら市

条例第 120 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項に次の 1 号を加える。

(4) 精神保健福祉センターにより精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律施行令（昭和 25 年政令第 155 号）第 6 条第 3 項に定め

る 1 級と認定された者であること。

附 則

この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。
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議案第 6 号

さくら市営住宅管理条例の一部改正について

さくら市営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市営住宅管理条例の一部を改正する条例

さくら市営住宅管理条例（平成 17 年さくら市条例第 160 号）の一部

を次のように改正する。

第 6 条第 2 項に次の 1 号を加える。

(9) さくら市犯罪被害者等支援条例（令和 4 年さくら市条例第 号）

第 2 条第 2 号に規定する犯罪被害者等で次のいずれかに該当するも

の

ア さくら市犯罪被害者等支援条例第 2 条第 1 号に規定する犯罪等

（イにおいて「犯罪等」という。）の被害を受けたことにより、収

入が減少し、現に居住している住宅（イにおいて「住宅」という。）

に引き続き居住することが困難であると市長が認める者

イ 住宅又はその付近において犯罪等が行われたことにより、住宅

に引き続き居住することが困難であると市長が認める者

附 則

この条例は、さくら市犯罪被害者等支援条例の施行の日から施行する。
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議案第 7 号

さくら市老人福祉センター条例の廃止について

さくら市老人福祉センター条例を廃止する条例を次のように定める。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市老人福祉センター条例を廃止する条例

さくら市老人福祉センター条例（平成 17 年さくら市条例第 116 号）は、

廃止する。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、公布の日から施行する。

（さくら市温泉供給条例の一部改正）

2 さくら市温泉供給条例（平成 19 年さくら市条例第 20 号）の一部を次

のように改正する。

第 3 条第 1 項中「、さくら市老人福祉センター条例（平成 17 年さく

ら市条例第 116 号）」を削る。
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議案第 8 号

令和 3 年度さくら市一般会計補正予算（第 11 号）

令和 3 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 11 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 7 億 1,237 万 5

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 223 億 7,761

万円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第 2 条 既定の繰越明許費の追加は、「第 2 表 繰越明許費補正」によ

る。

（地方債の補正）

第 3 条 既定の地方債の追加、変更は、「第 3 表 地方債補正」による。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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第 2 表 繰 越 明 許 費 補 正

追 加 (単 位 ： 千 円 )

款 項 事 業 名 金 額

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 公 用 車 管 理 事 務 5 , 0 0 0

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費
住 民 情 報 関 連

シ ス テ ム 管 理 事 業
4 , 4 0 0

4 衛 生 費 1 保 健 衛 生 費
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

ワ ク チ ン 接 種 事 業
2 2 0 , 9 9 6

6 農 林 水 産 業

費
1 農 業 費 農 業 委 員 会 事 務 費 3 2 0

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費 道 路 維 持 補 修 事 業 2 6 , 8 0 0

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費 道 路 改 良 事 業 7 6 , 3 7 4

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費
市 道 Ｕ １ － １ ０ 号

道 路 改 良 事 業
6 4 , 6 8 2

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費 橋 梁 維 持 事 業 1 4 7 , 2 0 0

8 土 木 費 3 都 市 計 画 費
氏 家 駅 東 地 区 魅 力

向 上 事 業
4 , 7 9 6

1 0 教 育 費 1 教 育 総 務 費 学 校 Ｉ Ｃ Ｔ 管 理 事 業 3 , 5 5 0

1 0 教 育 費 2 小 学 校 費
小 学 校 施 設 長 寿 命 化

改 良 事 業
4 5 5 , 5 2 2
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(単 位 ： 千 円 )

款 項 事 業 名 金 額

1 0 教 育 費 2 小 学 校 費 小 学 校 運 営 事 業 8 , 5 5 6

1 0 教 育 費 3 中 学 校 費 中 学 校 運 営 事 業 2 , 7 0 2
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第3表　地方債補正

追　加 （単位：千円）

起 債 の 目 的

熟田小学校長寿命化改良
事業費

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起債の方
法

利 率 償 還 の 方 法 限 度 額
起債の方
法

利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

30,600 23,900

学童保育施設整備事業費 4,200 0

農道整備事業費 38,700 26,600

市道整備事業費 284,900 280,800

総合公園再整備事業費 95,200 0

限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

300,000
普通貸借
又　　は
証券発行

　4.0%以内（ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる資
金について、利率
の見直しを行った
後においては当該
見直し後の利率と
する。）

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び
償還期限を延長し、短縮
し、若しくは繰上償還、
又は借換えすることがで
きる。

補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後
起 債 の 目 的

保育施設整備事業費 普通貸借　
又　　は　
証券発行

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。

補正前　　
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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令和3年度さくら市一般会計補正予算
（第11号）に関する説明書
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( )

( )

( )

( )

給　与　費　明　細　書

１　特別職

（単位：千円）

給　与　費

職員数 期末手当

　（人） 年間支給率(月分)

9,129

3.30

23,435

3.30

その他の

特 別 職

9,129

3.30

23,435

3.30

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

区　分 共済費 合　計
報　酬 給　料

その他
の手当

計

長　等 3 25,393 215 34,737 6,800 41,537

議　員 18 74,100 97,535 24,676 122,211

1,027 90,983 90,983 90,983

計 1,048 165,083 25,393 32,564 215 223,255 31,476 254,731

長　等 3 25,393 215 34,737 6,800 41,537

議　員 18 74,100 97,535 24,676 122,211

1,033 91,115 91,115 91,115

計 1,054 165,215 25,393 32,564 215 223,387 31,476 254,863

長　等 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0

△ 6 △ 132 △ 132 △ 132

計 △ 6 △ 132 0 0 0 △ 132 0 △ 132

補
正
後

補
正
前

比

較
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( )

( )

( )

２　一般職

（１）総括

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

328

362

330

362

△ 2

0

（単位：千円）

補正後 25,599 34,157 18,908 883 136,346 2,265

補正前 25,599 34,157 18,908 883 136,346 2,265

比　較 0 0 0 0 0 0

職員手当

補正後 34,326 318,003 185,437 17,065 0 297

の 内 訳 補正前 34,326 318,003 185,437 17,065 0 297

比　較 0 0 0 0 0 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 420,170 1,239,251 773,286 2,432,707 454,988 2,887,695

補正前 423,970 1,239,251 773,286 2,436,507 454,988 2,891,495

比　較 △ 3,800 0 0 △ 3,800 0 △ 3,800

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 14,029,164 13,611,863 2,150,745 1,724,470 14,038,138 

（１）総務 5,689,486 5,816,991 993,745 693,472 6,117,264 

（２）民生 435,948 372,104 23,900 74,442 321,562 

（３）衛生 330,697 329,659 22,200 26,263 325,596 

（４）農林水産 674,483 602,766 26,600 89,162 540,204 

（５）商工 0 33,800 58,300 1,690 90,410 

（６）土木 2,920,992 2,711,951 353,100 397,129 2,667,922 

（７）消防 702,831 623,324 43,100 83,941 582,483 

（８）教育 3,274,727 3,121,268 629,800 358,371 3,392,697 

２　災害復旧費 69,032 90,594 0 1,601 88,993 

（１）公共土木施設 29,557 41,944 0 1,176 40,768 

（２）農林水産業施設 39,475 48,650 0 425 48,225 

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0 

合　　　計 14,098,196 13,702,457 2,150,745 1,726,071 14,127,131 

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込額

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度末
現在高見込額
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議案第 9 号

令和 3 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業

特別会計補正予算（第 2 号）

令和 3 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業特別会計

の補正予算（第 2 号）は、次に定めるところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 1,637 万円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2 億 9,008 万 8 千円

とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第 1 項の規定に

より翌年度に繰り越して使用することができる経費は ､「第 2 表 繰

越明許費」による。

（地方債の補正）

第 3 条 既定の地方債の変更は、「第 3 表 地方債補正」による。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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第 2 表 繰 越 明 許 費

(単 位 ： 千 円 )

款 項 事 業 名 金 額

1 土 地 区 画 整

理 事 業 費

1 土 地 区 画 整 理

事 業 費

上 阿 久 津 台 地 土 地

区 画 整 理 事 業
1 2 , 4 7 8
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第3表　地方債補正

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法 限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

28,800 18,900

補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後
起 債 の 目 的

上阿久津台地土地
区画整理事業費

普通貸
借　又　　
は　証
券発行

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。

補正前　　
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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令和3年度氏家都市計画事業上阿久津台地
土地区画整理事業特別会計補正予算

（第2号）に関する説明書
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

上阿久津台地土地区
画整理事業費

1,694,119 1,584,941 40,100 169,767 1,455,274

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込額 当該年度末
現在高見込額
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議案第 10 号

令和 3 年度さくら市国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）

令和 3 年度さくら市国民健康保険特別会計の補正予算（第 1 号）は、

次に定めるところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1 億 9,772 万 6

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 42 億 8,608 万

9 千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 2 月 24 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和3年度さくら市国民健康保険特別会計補正予算
（第1号）に関する説明書
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（資本的収入及び支出）

（科　　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）
　　　　　収　　　　　　入
　第1款　資本的収入 千円 千円 千円
　　第3項　補助金 千円 千円 千円
　　　　　支　　　　　　出
　第1款　資本的支出 千円 千円 千円
　　第1項　建設改良費 千円 千円 千円

（科　　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）
　（1）職員給与費 千円 千円 千円

議案第11号

令和3年度さくら市下水道事業会計補正予算（第2号）

（総　則）
第1条　令和3年度さくら市下水道事業会計の補正予算（第2号）は、次に定めるところに
　　　よる。

第2条　令和3年度さくら市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第4条に定めた
　　　資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

485,548 △ 6,170 479,378
223,079 △ 6,170 216,909

943,747 △ 6,170 937,577
542,647 △ 6,170 536,477

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第3条　予算第8条に定めた経費の金額を次のように改める。　　

66,924 △ 6,170 60,754

　　令和4年2月24日提出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さくら市長　뤷塚　隆志
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令和3年度さくら市下水道事業会計補正予算（第2号）に関する説明書

1  令和3年度さくら市下水道事業会計補正予算（第2号）実施計画

2　令和3年度さくら市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

3　補正予算給与費明細書

4  令和3年度さくら市下水道事業会計予定貸借対照表

〇　令和3年度さくら市下水道事業会計補正予算（第2号）明細書
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

485,548 △6,170 479,378

223,079 △6,170 216,909

 52,079 △6,170 45,909

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

943,747 △6,170 937,577

542,647 △6,170 536,477

 50,096 △6,170 43,926

令和3年度さくら市下水道事業会計補正予算（第2号）実施計画

収　　　入

款　　項　　目

1.資本的収入

3.補助金

2.他会計補助金

支　　　出

款　　項　　目

1.資本的支出

1.建設改良費

1.事務費
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（単位：円）

1.業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 172,020,000

　　減価償却費 471,263,000

　　減損損失 0

　　賞与引当金の増減額（減少△） 0

　　貸倒引当金の増減額（減少△） 15,000

　　長期前受金戻入 △226,147,000

　　受取利息及び受取配当金 0

　　支払利息 91,000,000

　　有形固定資産売却損益（益△） 0

　　資産減耗費 4,000,000

　　未収金の増減額（増加△） 520,000

　　未払金の増減額（減少△） △2,300,000

　　貯蔵品の増減額（増加△） 0

　　前払金の増減額（増加△） 0

　　その他流動資産の増減額（減少△） 0

　　前受金の増減額（増加△） 0

　　その他流動負債の増減額（減少△） 0

　　小計 510,371,000

　　利息及び配当金の受取額 0

　　利息の支払額 △91,000,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 419,371,000

2.投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △490,493,000

　　有形固定資産の売却による収入 0

　　有形固定資産の除却による支出 0

　　国庫補助金等による収入 171,000,000

　　工事負担金による収入 0

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 45,909,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △273,584,000

3.財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 248,400,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △400,574,789

　　他会計からの出資による収入 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △152,174,789

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） △6,387,789

資金期首残高 52,193,137

資金期末残高 45,805,348

令和3年度さくら市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで）
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補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

1　総括

（単位：千円）

職　員　数 給　与　費

特別職 一般職

　（人）　（人）

( 0 )

4

( 0 )

3

( 0 )

7

( 0 )

4

( 0 )

4

( 0 )

8

( 0 )

0

( 0 )

△ 1

( 0 )

△ 1

（単位：千円）

補正後 918 639 924 2 2,000 0

補正前 918 749 1,254 2 2,000 0

比　較 0 △ 110 △ 330 0 0 0

職員手当

補正後 1,125 6,680 5,150 240 0 0

の 内 訳 補正前 1,125 7,320 5,620 360 0 0

比　較 0 △ 640 △ 470 △ 120 0 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分
法　定
福利費

合　計
報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

補
正
後

損益勘定
支弁職員 0 0 16,952 0 9,755 26,707 5,384 32,091

資本勘定
支弁職員 0 0 11,756 0 7,565 19,321 3,894 23,215

合計 0 0 28,708 0 17,320 46,028 9,278 55,306

補
正
前

損益勘定
支弁職員 0 0 16,952 0 9,755 26,707 5,384 32,091

資本勘定
支弁職員 0 0 14,776 0 9,235 24,011 4,864 28,875

合計 0 0 31,728 0 18,990 50,718 10,248 60,966

比

較

損益勘定
支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

資本勘定
支弁職員 0 0 △ 3,020 0 △ 1,670 △ 4,690 △ 970 △ 5,660

合計 0 0 △ 3,020 0 △ 1,670 △ 4,690 △ 970 △ 5,660

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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2　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 増減事由別内訳

（千円） （千円）
区　分 説　明 備　考

給　料 △ 3,020

　給与改定に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分

　その他の
　増減分

△ 3,020 　職員異動等

職　員
手　当

△ 1,670

　制度改正に
　伴う増減分

　その他の
　増減分

△ 1,670 　職員異動等
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（単位：円）

1.固定資産

　（1）有形固定資産

　　　イ　土地 259,770,019

　　　ロ　建物 684,159,410

　　　　　減価償却累計額 △62,918,368 621,241,042

　　　ハ　構築物 13,480,991,833

　　　　　減価償却累計額 △1,030,639,483 12,450,352,350

　　　ニ　機械及び装置 1,227,077,231

　　　　　減価償却累計額 △323,796,276 903,280,955

　　　ホ　車両運搬具 863,005

　　　　　減価償却累計額 △712,872 150,133

　　　ヘ　工具器具及び備品 1,347,663

　　　　　減価償却累計額 △438,183 909,480

　　　ト　建設仮勘定 0

　　　有形固定資産合計 14,235,703,979

　（2）無形固定資産

　　　イ　施設利用権 58,338,138

　　　無形固定資産合計 58,338,138

　　　固定資産合計 14,294,042,117

2.流動資産

　（1）現金・預金 45,805,348

　（2）未収金 13,720,000

　　　 貸倒引当金 △320,000 13,400,000

　（3）貯蔵品 0

　（4）前払金 0

　（5）その他流動資産 300,000

　　　流動資産合計 59,505,348

　　　資産合計 14,353,547,465

令和3年度さくら市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和 4年 3月31日）

資産の部
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3.固定負債

　（1）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,157,718,419

　　　固定負債合計 5,157,718,419

4.流動負債

　（1）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 407,298,000

　（2）未払金 36,700,000

　（3）前受金 0

　（4）引当金 2,738,000

　（5）その他流動負債 300,000

　　　流動負債合計 447,036,000

5.繰延収益

　（1）長期前受金 7,549,994,932

　（2）長期前受金収益化累計額 △692,823,490

　　　繰延収益合計 6,857,171,442

　　　負債合計 12,461,925,861

6.資本金

　（1）資本金 1,162,300,360

　（2）繰入資本金 20,787,139

　　　資本金合計 1,183,087,499

1,183,087,499

7.剰余金

　（1）資本剰余金

　　　イ　補助金 118,534,200

　　　ロ　受贈財産評価額 23,088,706

　　　ハ　寄附金 0

　　　ニ　工事負担金 0

　　　資本剰余金合計 141,622,906

　（2）利益剰余金

　　　イ　減債積立金 0

　　　ロ　利益積立金 0

　　　ハ　建設改良積立金 65,000,000

　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 501,911,199

　　　利益剰余金合計 566,911,199

　　　剰余金合計 708,534,105

　　　資本合計 1,891,621,604

　　　負債・資本合計 14,353,547,465

負債の部

資本の部
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収　　　入 (単位：千円)

既　決 補　正

予定額 予定額 金　　額

485,548 △6,170 479,378

223,079 △6,170 216,909

52,079 △6,170 45,909 △6,170

支　　　出 (単位：千円)

既　決 補　正

予定額 予定額 金　　額

943,747 △6,170 937,577

542,647 △6,170 536,477

50,096 △6,170 43,926 △3,020 職員異動等

△1,670 職員異動等

△970 職員異動等

△510 職員異動等

令和3年度さくら市下水道事業会計補正予算（第2号）明細書

資 本 的 収 入 及 び 支 出

節

区　　分

1.資本的収入

3.補助金

2.他会計補助金 １．他会計補助金

節

区　　分

1.資本的支出

1.建設改良費

1.事務費 １．給料

２．手当

４．法定福利費

５．退職手当組合負担金

款　項　目 計 説　　明

款　項　目 計 説　　明
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